
○砺波市中小企業新型コロナウイルス感染症に関する金融支援に係る保証料助成

金要綱

令和２年３月１２日

告示第３５号

改正 令和２年５月１日告示第１０７号

（目的）

第１条 この要綱は、市内に主たる事務所又は営業所を有する中小企業者が、新型コロ

ナウイルス感染症に関する金融支援として実施されている富山県経済変動対策緊急融

資新型コロナウイルス感染症対策枠及び富山県新型コロナウイルス感染症対応資金

（以下「新型コロナウイルス感染症関連融資」という。）を受ける際に支払う信用保

証料（以下「保証料」という。）の助成を行うことにより、中小企業の振興を図るこ

とを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ各号に定めると

ころによる。

(１) 中小企業者 中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条第１項

に規定する中小企業者をいう。

(２) 保証協会 富山県信用保証協会をいう。

（助成金の交付対象者）

第３条 保証料の助成金を受けることができる者は、新型コロナウイルス感染症関連融

資を受ける際に保証協会の保証を受け、かつ、当該保証料を支払った者で、次に掲げ

る要件のすべてを満たした者とする。

(１) 市内に主たる事業所又は営業所を有していること。

(２) 市税等を滞納していないこと。

（助成金の交付対象となる保証料）

第４条 助成金の交付対象となる保証料は、新型コロナウイルス感染症関連融資を受け

てから令和４年３月３１日までに支払った保証料とする。ただし、新型コロナウイル

ス感染症関連融資の期間に準ずるものとする。

（助成金の額）

第５条 市長は、予算の範囲内において、助成金の交付対象者が支払った保証料（融資

後の条件変更、償還の遅延等に係るものを除く。）の全額に相当する額（１，０００



円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てた額）を交付するものとする。ただ

し、１０万円を限度とする。なお、各融資制度の交付については、１事業者に対し、

１回を限度とする。

（助成金の申請）

第６条 助成金の交付を受けようとする者は、砺波市中小企業新型コロナウイルス感染

症に関する金融支援に係る保証料助成金申請書（様式第１号）その他市長が必要と認

める書類を市長に提出しなければならない。

（助成金の決定）

第７条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類を審査し、適当と認

めたときは砺波市中小企業新型コロナウイルス感染症に関する金融支援に係る保証料

助成金交付決定書（様式第２号）により申請者に交付の決定を通知し、助成金を交付

する。

（取消し又は返還）

第８条 市長は、保証料の助成を受ける者が、第１条の目的以外に転用するなど不当な

点があると認めたときは、保証料の助成を取り消し、又は返還を命ずることができる。

附 則

この告示は、公布の日から施行する。

附 則（令和２年５月１日告示第１０７号）

この告示は、令和２年５月１日から施行する。
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様式第１号（第６条関係）

様式第２号（第７条関係）


